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ま え が き

電波を用いたシステムの代表例を筆者が挙げるとすれば，それは無線通信と

レーダである。無線通信に関しては，近年では携帯電話やスマートフォンに代

表される移動通信の普及により，一般の方にも身近な存在となっている。国内

にも多くの研究者／技術者がおり，日々多くの研究開発成果が発表され，学会

でも活発な議論が交わされている。一方，レーダに関しては，軍事，気象観

測，航空管制など用途が特殊なため，一般の方に身近な存在になっているとは

言い難い。近年では，車の衝突防止を目的とした車載ミリ波レーダが普及期に

入ってはいるものの，無線通信ほど一般化はしていない。必然，研究者／技術

者も限られており，通信関係者からすると，ʠ何をしているのか，よくわから

ないʡのが実情ではないかと思われる。

しかし，筆者の経験では，電波の観点で見ると無線通信とレーダの間には一

定の類似性があり，基礎となる理論や処理方式にかなりの共通性があるように

思われる。そこで，本書では，通信研究者／技術者向けに通信とレーダとの類

似性の視点を取り入れながら，レーダの基礎を解説する。具体的には，両者に

共通的なテーマであるレンジ方程式，変復調方式，信号検出に特化し，理論を

主体に解説を行う。それぞれ，無線通信を専門とする研究者／技術者にとって

馴染みのある内容を導入部として，理論式の導出については天下り的な記述を

できるだけ避けることで，無線通信とレーダの共通的な部分を理解していただ

けるように配慮したつもりである。しかし，筆者の力不足もあり，読者の皆さ

んの期待に十分に応えられていない可能性もある。この点については，読者の

皆さんから忌憚のないご意見をいただきたい。なお，上記趣旨により，本書で

はレーダ技術全般を解説しているわけではなく，例えば追尾などのレーダ特有

の処理については記載していないことをあらかじめご了承いただきたい。レー
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ダ技術全般を理解するのに役立つ資料として文献 1)～4)を挙げるので，興味

のある読者はそちらもご参照いただきたい。

以下，本書の構成はつぎのようになっている。1章では，レーダの歴史，機

器構成，計測可能な物理量，およびレーダの用途を解説し，レーダの概要を理

解することを目的とする。2章では，レーダの回線設計を行うためのレンジ方

程式について解説する。3章では，レンジ方程式の主要パラメータであるアン

テナ利得，受信雑音電力，レーダ断面積を決める物理的な要因を解説する。

4章では，レーダで用いられる各種変復調方式を示し，変調方式の各パラメー

タと探知性能の関係を解説する。5章では，しきい値設定による信号検出法お

よび検出性能について解説する。

上述したように，筆者の経験では，無線通信とレーダに関しては共通する理

論や処理方式が多いと思われる。このため，おのおのの研究分野を理解するこ

とにより，それぞれの課題解決への糸口，あるいは新たな研究テーマの発掘に

つながるのではないかと考えている。例えば，本書内でも触れるが，海外では

周波数ひっ迫問題の解決策の一つとして，通信信号とレーダ信号を共用化する

研究が数多く報告されている。このような異分野の融合領域は，将来的に注目

すべきテーマの一つではないかと筆者は考えている。読者の皆さんにとって，

本書が課題解決の糸口や新たな研究テーマ発掘の契機となったとすれば望外の

喜びである。

なお，本書は，電子情報通信学会コミュニケーションクオリティ研究専門委

員会主催の第 4回コミュニケーションクオリティ基礎講座ワークショップで作

成したテキストをベースに追記／修正を行ったものである。ワークショップテ

キスト作成の際には，実行委員の皆さんから多くの貴重な意見をいただいた。

ここに改めて感謝申し上げたい。

2019年 4月

髙橋 徹
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１. レーダの概要

無線通信，レーダともに電波を用いたシステムである。無線通信では電波
を用いて遠隔地に情報を伝達することを目的としているのに対し，レーダは
電波を用いて遠隔地に存在する物体を探知することを目的としている。目的
だけ見ると，両者はまったく異なるもののように見えるが，ʠ遠隔地に存在
している情報を，電波を用いて取得するʡという見地に立てば，両者の類似
性を指摘することもできる。実際に，ハードウェアや信号処理などの要素技
術では両者で共通な考え方をできるものも多い。
本章では，無線通信との共通性の視点を入れて，レーダの歴史や装置構成
を述べる。また，レーダ固有の目的である物体の位置や速度の推定方法を概
観し，代表的なレーダの種類を述べる。

1.1 レーダの歴史

レーダ (radar)という名称は，今日では固有名詞化しているが，もともと

RAdio Detection And Rangingの略語である。文字どおり電波による探知と距

離の計測 (測距)を意味している。その歴史は古く，端緒は 1900年代初頭にま

でさかのぼる。

ここでは，関連技術も含め，レーダの歴史を概観する5)～7)†1。

〔 1 〕 1900 年代初頭

電波利用の端緒となったのは，1888年の H. R. Hertzによる電磁波の実証実

験である。これは，J. C. Maxwellが 1864年にMaxwellの方程式として完成し

た理論により存在が予言された電磁波の放射と検出に初めて成功した実験であ

†1 肩付きの数字は，巻末の引用・参考文献を表す。
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り，その後の無線通信やレーダの発展の基礎となるものである。

1901年には，有名な G. Marconiによる大西洋横断無線通信実験が行われ，

無線通信の有効性が認識され，その後の飛躍的な発展へとつながる。一方，

レーダに関しては，1904年に C. Hulsmeyerが電波を用いた船舶衝突防止装置

を開発し，ライン川での実証実験に成功し，これが初のレーダ特許として認め

られた。ただし，このときは目標探知だけであり，測距はできなかった。この

ように，無線通信とレーダの原理検証がほぼ同時期に行われたことは興味深

い。しかしその後，無線通信の実用化が飛躍的に進展したのに対して，レーダ

が現在に通じる形で実用化されるのは 1930年代半ばに入ってからであった。

なお，その後のレーダにおいて飛躍的な性能向上を可能にしたフェーズドア

レーの原理が考え出されたのも，このころであった8)。1899年に S. G. Brown

による特許出願 (イギリス)，1902，1903年に A. Blondelによる特許出願 (ベ

ルギー)があった。1905年には K. F. Braun (ブラウン管の発明者)が円形配列

の 3素子モノポールアレーを用いて，周方向に送信ビーム方向を変える実験を

行い，フェーズドアレーの原理実証を行った。フェーズドアレーは，アレーア

ンテナの各素子アンテナの励振位相を制御して電波の送受信方向 (ビーム方

向)を電子的に走査するアンテナ方式であり，いわゆる空間信号処理の基礎と

なる概念である。この技術はレーダの飛躍的な発展に大きく寄与しただけでな

く，アダプティブアレーの研究を経て今日のMIMO(multiple-input and multi-

ple-output)通信技術へとつながっている。

〔 2 〕 1930 年 代

1930年代になると，軍事目的で数多くのレーダが実用化された。これは，

長距離爆撃機の出現により，遠距離から航空機を探知可能なレーダの必要性が

高まったためといわれている。また，高出力発振器などの各要素技術の開発も

進み，探知距離などが実用レベルの性能になったことも一つの要因である。た

だし，この時代は CW波によるレーダがおもであり，かつ送信と受信の各ア

ンテナが離れているバイスタティックレーダであった。現在に通じる形のパル

スレーダが実証されたのは 1936 年アメリカ海軍研究所 (Naval Research

2 1. レ ー ダ の 概 要
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Laboratory：NRL)によってである。その後，帯を中心に，欧米

各国で軍事用途のレーダ開発／実用化が進んだ。

〔 3 〕 1940 年 代

1939年にイギリスで，マイクロ波帯での高出力空洞共振器マグネトロンが

発明されたのを契機として，戦時下ということもあり，L帯，S帯，X帯など

のマイクロ波帯でのレーダ開発が急激に進められた。VHF/UHF帯よりも高

い周波数帯であるマイクロ波帯を使うことにより，アンテナの狭ビーム化によ

る角度分解能向上と，信号周波数帯域幅の広帯域化による距離分解能向上が可

能になった。また，高周波化によりアンテナが小型化し，航空機搭載も可能に

なった。

さらに，機械駆動による位相調整回路を用いたフェーズドアレーがアメリカ

において実用化されたのも 1940年代である。また，モノパルス追尾や MTI

(moving target indication)といった現在でも使われているレーダ技術が開発さ

れたのも 1940年代後半である。

〔 4 〕 1950 年 代

戦時中の実用開発を受けて，1950年代にはレーダの理論体系化が進んだ。

その中には，4章のマッチドフィルタ理論 (パルス圧縮技術)，5章の信号検出

の確率理論も含まれる。また，パルス圧縮技術が実証され，合成開口レーダの

研究開発が開始されたのも 1950年代である。さらに，気象，大気，宇宙観測

などの軍事用途以外にもレーダが用いられるようにもなった。

〔 5 〕 1960 年 代

対空捜索レーダ用途で，電子制御の 2次元ビーム走査のフェーズドアレー

(AN/SPS-32/33)が，1961 年アメリカで初めて実用化された。水平方向の

ビーム走査はフェライト移相器を用いた位相制御によるビーム走査，垂直方向

は周波数制御によるビーム走査をする完全電子制御を実現した。完全電子制御

のフェーズドアレーの実用化により，ビーム方向の瞬時切り替えが可能にな

り，レーダの飛躍的な能力向上につながった。

1.1 レ ー ダ の 歴 史 3
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〔 6 〕 1970 年代以降

1970年代に入ると，ディジタル信号処理による処理能力向上が図られると

ともに，受信機の低雑音化のためフロントエンド部に半導体の利用が始まっ

た。

1980年代には，半導体技術の進展により，多数のアクティブフェーズドア

レーレーダが開発／実用化された。また，気象レーダが急速に発展したのも

1980年代である。

1990年度以降になると，ディジタルプロセッサの発展により，アンテナと

信号処理を組み合わせた処理，例えばディジタルビームフォーミング (digital

beam forming：DBF)技術が開発された。これらのディジタル信号処理による

技術は，無線通信のアダプディブアレーやMIMO技術ともつながっている。

1.2 レーダの基本構成

レーダの基本構成を図 1.1に示す。図 1.1の構成は送信と受信でアンテナを

共用するモノスタティックレーダの構成を示している。送信と受信を別アンテ

4 1. レ ー ダ の 概 要

高出力
増幅器送信信号

アンテナ

低雑音
増幅器

サーキュ
レータミキサ

局部
発振器

　　

A/D

IF帯
増幅器

A/D
変換器

受信信号
ミキサ

送信信号
レプリカ

　

信号
発生器

信号
処理部

表示部

図 1.1 レーダの基本構成 (モノスタティックレーダ)
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ナとし，かつ両者の位置が離れている構成はバイスタティックレーダと呼ばれ

る。現在，実用化されているレーダは，図 1.1のモノスタティック構成が一般

的である。また，近年のレーダでは，信号処理はディジタル信号処理で行われ

るのが一般的であるため，図 1.1ではそのような構成図を示している。

図 1.1より，アンテナが送受共用となっていることを除くと，レーダを構成

するアンテナや高周波回路などのアナログ部は，通信用途と機能的には大きな

差はないといえる。レーダよりも通信のほうが，一般的に瞬時の送受信信号が

広帯域である，レーダでは電源効率を高くするため高出力増幅器を飽和動作さ

せるのに対して通信では線形動作させることが多いなど，細部の性能面では違

いがあるものの，機能的な大きな違いはアナログ部にはない。実際に，レーダ

と通信でアナログ部を共用する開発例も報告されている9)。ディジタルプロ

セッサの発展により，ディジタル信号処理が主流となった現在において，レー

ダと通信の違いは送信波形生成とその処理方法に集約することができる。

1.3 レーダで推定可能なおもな物理量

レーダは，目標物に向けて電波を送信し，その反射波を計測する。計測結果

により目標の有無を探知し，目標が存在する場合にはその位置を推定すること

ができる。また，レーダと目標との相対速度を推定することができる。

1.3.1 目標位置の推定

目標の位置 (座標)は，図 1.2 に示すように，角度方向 (方位角 AZ，仰角

EL)とレーダから目標までの距離 を計測することにより求めることができ

る。

角度方向はアンテナのメインビーム方向そのものであるので，メインビーム

方向を目標の角度方向とすることが最も単純な角度測定 (測角)方法である。

ただし，この場合，メインビーム内に存在するすべての目標が同一角度に存在

するとみなされる。すなわち，角度分解能はアンテナパターンのビーム幅によ

1.3 レーダで推定可能なおもな物理量 5
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